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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】車室内空調装置を用いて電池等の電気機器への
暖機運転を実施する際に、当該電気機器の結露抑制と暖
房効率の確保とを図る温調装置を提供する。
【解決手段】制御装置は、組電池８の暖機運転が必要と
判断する場合に、温度・湿度センサ１０で検出される空
気の湿度が、所定湿度以下である場合には車室内の空気
を取り入れて加熱した空調空気を電池案内通路３３０を
通じて組電池８に送風する。また、当該検出される空気
の湿度が、所定湿度を超える場合には車両用空調装置２
によって車室外の空気を取り入れて加熱した空気を電池
案内通路３３０を通じて組電池８に送風する。
【選択図】図１



(2) JP 2014-151802 A 2014.8.25

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に搭載され、車室内に対して空気調和された空調空気を送風する車両用空調装置（
２，２Ａ）と、
　車両に搭載される電気機器（８）に対して前記車両用空調装置からの空調空気を送風す
るために、前記車両用空調装置と前記電気機器を連絡する連絡通路（３３０，３３０Ａ）
と、
　前記電気機器の温度を検出する温度検出手段（１１）と、
　前記車室内の空気または前記車室内から取り入れた空気の湿度を検出する湿度検出手段
（１０）と、
　前記温度検出手段によって検出される温度情報と前記湿度検出手段によって検出される
湿度情報とに応じて、前記車室内空調装置の運転を制御する制御装置（１００，１００Ａ
）と、
を備え、
　前記制御装置は、
　前記温度検出手段によって検出される前記電気機器の温度に基づいて、前記電気機器を
加熱する暖機運転が必要であると判断する場合に、
　　前記湿度検出手段によって検出される前記空気の湿度が所定湿度以下である場合には
前記車両用空調装置によって前記車室内の空気を取り入れて加熱した空気を前記連絡通路
を通じて前記電気機器に送風し、
　　前記湿度検出手段によって検出される前記空気の湿度が所定湿度を超える場合には前
記車両用空調装置によって車室外の空気を取り入れて加熱した空気を前記連絡通路を通じ
て前記電気機器に送風することを特徴とする温調装置。
【請求項２】
　前記車両用空調装置は、前記車室外から取り入れた前記車室外の空気が流通する外気導
入通路（６１）と、前記車室内から取り入れた前記車室内の空気が流通する内気導入通路
（６２）と、を互いに独立した通路として備える内外気二層式の車両用空調装置（２Ａ）
であり、
　前記制御装置は、
　　前記外気導入通路を流通してきた前記車室外の空気を加熱して前記車室内に送風し、
前記内気導入通路を流通してきた前記車室内の空気を加熱して少なくとも前記電気機器に
対して送風する第１の暖機運転と、
　　前記内気導入通路を流通してきた前記車室内の空気を加熱して前記車室内に送風し、
前記外気導入通路を流通してきた前記車室外の空気を加熱して少なくとも前記電気機器に
対して送風する第２の暖機運転と、
を実施することを特徴とする請求項１に記載の温調装置。
【請求項３】
　前記制御装置は、前記車室内の空気を取り入れて加熱した空気を前記連絡通路を通じて
前記電気機器に送風しているときに、前記湿度検出手段によって検出される前記空気の湿
度が、所定湿度を超える場合には、前記車両用空調装置の運転を制御して、前記車室外の
空気を取り入れて加熱した空気を前記連絡通路を通じて前記電気機器に送風する運転に切
り換えることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の温調装置。
【請求項４】
　前記制御装置は、前記車室外の空気を取り入れて加熱した空気を前記連絡通路を通じて
前記電気機器に送風しているときに、前記湿度検出手段によって検出される前記空気の湿
度が、前記所定湿度以下である場合には、前記車両用空調装置の運転を制御して、前記車
室内の空気を取り入れて加熱した空気を前記連絡通路を通じて前記電気機器に送風する運
転に切り換えることを特徴とする請求項１ないし請求項３のいずれか一項に記載の温調装
置。
【請求項５】
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　車両に搭載されて、車室内に対して空気調和された空調空気を送風する車両用空調装置
であって、前記車室外から取り入れた前記車室外の空気が流通する外気導入通路（６１）
と、前記車室内から取り入れた前記車室内の空気が流通する内気導入通路（６２）と、を
互いに独立した通路として有する内外気二層式の車両用空調装置（２Ｂ）と、
　車両に搭載される電気機器（８）に対して前記車両用空調装置からの空調空気を送風す
るために、前記車両用空調装置と前記電気機器を連絡する連絡通路（３３０Ａ）と、
　前記電気機器の温度を検出する温度検出手段（１１）と、
　前記温度検出手段によって検出される温度情報に応じて、前記車室内空調装置の運転を
制御する制御装置（１００Ｂ）と、
を備え、
　前記制御装置は、前記温度検出手段によって検出される前記電気機器の温度に基づいて
、前記電気機器を加熱する暖機運転が必要であると判断する場合には、前記外気導入通路
を流通してきた前記車室外の空気を加熱して前記連絡通路を通じて前記電気機器に送風す
ることを特徴とする温調装置。
【請求項６】
　前記車両用空調装置から前記連絡通路への空気の流通を許可及び遮断する温調対象切換
手段（３３Ａ）を備え、
　前記制御装置は、
　前記車室内の暖房運転要求がある場合に、
　　前記温度検出手段によって検出される前記電気機器の温度に基づいて、前記電気機器
を加熱する暖機運転が必要であると判断する場合には、前記空気の流通を許可するように
前記温調対象切換手段を制御して、前記外気導入通路を流通してきた前記車室外の空気を
加熱して前記連絡通路を通じて前記電気機器に送風するとともに、前記内気導入通路を流
通してきた前記車室内の空気を加熱して前記車室内に送風し、
　　前記電気機器の温度に基づいて、前記電気機器を加熱する暖機運転が必要でないと判
断する場合には、前記空気の流通を遮断するように前記温調対象切換手段を制御するとと
もに、前記内気導入通路を流通してきた前記車室内の空気を加熱して前記車室内に送風す
ることを特徴とする請求項５に記載の温調装置。
【請求項７】
　前記電気機器は、車両走行のための電力を蓄電する二次電池（８）であることを特徴と
する請求項１ないし請求項６のいずれか一項に記載の温調装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の電気機器に対して空気を送風することによって温度調節する温調装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両において温度調整を必要とする温調対象として、電気自動車、ハイブリッド
自動車等の走行用の電力を蓄電する二次電池、使用中に発熱する各種の電子部品等がある
。これらの温調対象は、その機能を発揮するために適切な温度範囲があり、必要に応じて
適切な温度範囲に温調できる温調装置を必要とする。
【０００３】
　このような温調装置として、特許文献１に記載の装置が知られている。特許文献１の温
調装置は、車室内空調用の空調装置から送風する温調空気を電池収容室に導入して、電池
を冷却または加熱する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第３１２５１９８号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献１の装置の場合、暖房運転時の温風を電池に送風して車室内空調と電池暖
機とを図ることができる。通常、暖房運転の場合、暖房効率を確保するため、車室内の空
気を循環させる内気モードを採用することが多いが、車室内の空気は、乗員の呼気、発汗
等により、外気よりも絶対湿度が高くなっている。このため、内気モードと暖房運転とを
併用して電池暖機を実施すると、絶対湿度の高い車室内空気を加熱して電池等に対して送
風することになり、電池表面に結露が発生しやすいという問題がある。
【０００６】
　そこで、本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、車室内空調装置による空調
空気を用いて電気機器への暖機運転を実施する際に、当該電気機器の結露抑制と暖房効率
の確保とを図る温調装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は上記目的を達成するために以下の技術的手段を採用する。すなわち、温調装置
に係る発明は、車両に搭載され、車室内に対して空気調和された空調空気を送風する車両
用空調装置（２，２Ａ）と、車両に搭載される電気機器（８）に対して車両用空調装置か
らの空調空気を送風するために、車両用空調装置と電気機器を連絡する連絡通路（３３０
，３３０Ａ）と、電気機器の温度を検出する温度検出手段（１１）と、車室内の空気また
は車室内から取り入れた空気の湿度を検出する湿度検出手段（１０）と、温度検出手段に
よって検出される温度情報と湿度検出手段によって検出される湿度情報とに応じて、車室
内空調装置の運転を制御する制御装置（１００）と、を備え、
　制御装置は、
　温度検出手段によって検出される電気機器の温度に基づいて、電気機器を加熱する暖機
運転が必要であると判断する場合に、
　　湿度検出手段によって検出される空気の湿度が所定湿度以下である場合には車両用空
調装置によって車室内の空気を取り入れて加熱した空気を連絡通路を通じて電気機器に送
風し、
　　湿度検出手段によって検出される空気の湿度が所定湿度を超える場合には車両用空調
装置によって車室外の空気を取り入れて加熱した空気を連絡通路を通じて電気機器に送風
することを特徴とする。
【０００８】
　この発明によれば、暖機運転において、車室内の空気等の湿度が高い場合には、車室内
の空気よりも湿度が低いと想定できる車室外の空気を電気機器に対して送風する。さらに
、車室内の空気等の湿度が高くない場合には、車室外の空気よりも温度が高いと想定でき
る車室内の空気を電気機器に対して送風するようにする。これにより、乗員の呼気、発汗
等のため、外気よりも絶対湿度が高い車室内の空気を送風することによる、電気機器での
結露発生を抑制でき、車室外の空気を加熱して送風することによる暖房効率の低下を抑制
できる暖機運転を実施できる。したがって、車室内空調装置による空調空気を用いて電気
機器への暖機運転を実施する際に、当該電気機器の結露抑制と暖房効率の確保とが図れる
温調装置を提供することができる。
【０００９】
　上記各手段の括弧内の符号は、後述する実施形態に記載の具体的手段との対応関係を示
す一例である。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明を適用した第１実施形態の温調装置の構成を示す概要図である。
【図２】第１実施形態の温調装置に関して、制御構成を示すブロック図である。
【図３】第１実施形態の温調装置において、車内暖房運転及び電池暖機運転に関わる作動
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を説明するためのフローチャートである。
【図４】第１実施形態の温調装置において、暖房要求がない場合の電池暖機運転に関わる
作動を説明するためのフローチャートである。
【図５】暖房・電池加熱（内気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である
。
【図６】暖房・電池加熱（外気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である
。
【図７】電池加熱（内気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である。
【図８】電池加熱（外気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である。
【図９】本発明を適用した第２実施形態の温調装置の構成を示す概要図である。
【図１０】第２実施形態の温調装置に関して、制御構成を示すブロック図である。
【図１１】第２実施形態の温調装置において、車内暖房運転及び電池暖機運転に関わる作
動を説明するためのフローチャートである。
【図１２】第２実施形態の温調装置において、暖房要求がない場合の電池暖機運転に関わ
る作動を説明するためのフローチャートである。
【図１３】暖房・電池加熱（内気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図であ
る。
【図１４】暖房・電池加熱（外気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図であ
る。
【図１５】電池加熱（内気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である。
【図１６】電池加熱（外気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である。
【図１７】本発明を適用した第３実施形態の温調装置の構成を示す概要図である。
【図１８】第３実施形態の温調装置に関して、制御構成を示すブロック図である。
【図１９】第３実施形態の温調装置において、車内暖房運転及び電池暖機運転に関わる作
動を説明するためのフローチャートである。
【図２０】第３実施形態の温調装置において、暖房要求がない場合の電池暖機運転に関わ
る作動を説明するためのフローチャートである。
【図２１】暖房運転時の温調装置の作動を説明するための概要図である。
【図２２】暖房・電池加熱（外気）運転時の温調装置の作動を説明するための概要図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下に、図面を参照しながら本発明を実施するための複数の形態を説明する。各形態に
おいて先行する形態で説明した事項に対応する部分には同一の参照符号を付して重複する
説明を省略する場合がある。各形態において構成の一部のみを説明している場合は、構成
の他の部分については先行して説明した他の形態を適用することができる。各実施形態で
具体的に組み合わせが可能であることを明示している部分同士の組み合わせばかりではな
く、特に組み合わせに支障が生じなければ、明示していなくても実施形態同士を部分的に
組み合わせることも可能である。
【００１２】
　（第１実施形態）
　本発明を適用した温調装置は、例えば、内燃機関を走行用駆動源とする自動車、内燃機
関と二次電池に充電された電力によって駆動されるモータとを組み合わせて走行駆動源と
するハイブリッド自動車、モータを走行駆動源とする電気自動車等に採用される。また、
温調される温調対象は、車両に搭載される電池、電子部品等の電気機器である。
【００１３】
　本発明の一実施形態である第１実施形態について図１～図８を用いて説明する。なお、
温調装置１の構成を示した図１には、車室内を暖房する暖房運転時の温調装置１の動作状
態が記載されている。第１実施形態では、温調対象の一例として組電池を温度調整する実
施形態を説明する。
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【００１４】
　組電池８を構成する二次電池は、充放電可能で、車両走行用のモータ等に電力を供給す
る用途に用いられる。当該電力は、組電池８を構成する各単電池に蓄えられる。各単電池
は、例えばニッケル水素二次電池、リチウムイオン二次電池、有機ラジカル電池である。
組電池８は、通電可能に接続された複数個の単電池からなり、例えば、筐体内に収納され
た状態で自動車の座席下、後部座席とトランクルームとの間の空間、運転席と助手席の間
の空間等に配置される。
【００１５】
　温調装置１は、組電池８と、組電池８に温度調整された空気（温調空気ともいう）を送
風可能な車両用空調装置２と、各部の作動を制御して、温調空気が流通する空気通路を運
転モードに応じて切り換え変更する制御装置１００（エアコンＥＣＵ）と、を備える。車
両用空調装置２は、車両のインストルメントパネル裏等に設置され、車室内の空気調和を
実施するとともに、組電池８に対しても温調空気を供給して冷却、暖機することができる
。
【００１６】
　組電池８は、車両に搭載される温度調整される温調対象である電気機器の一例である。
組電池８は、組電池ケース８０内に収容されており、空気が各単電池の外表面または電極
端子に接触するように流れる電池通路を備えている。温調空気がこの電池通路を流れるこ
とにより、組電池８を温度調整することができる。
【００１７】
　組電池８は、複数個の単電池の充電、放電、温度調節に用いられる電子部品（図示せず
）によって制御され、周囲を流通する空気によって各単電池が温度調節される。この電子
部品は、リレー、充電器のインバータ等を制御する電子部品、電池監視装置、電池保護回
路、各種の制御装置等である。各単電池には、例えば扁平な直方体状の外装ケースを有し
、外装ケースから電極端子が突出する。電極端子は、厚さ方向に平行な狭い面積の端面か
ら外部へ突出し、各単電池において所定の間隔をあけて配置された正極端子及び負極端子
からなる。組電池８のすべての単電池は、その積層方向の一方端部側に位置する単電池の
負極端子から始まって、隣接する単電池の電極端子間を接続するバスバーによって、積層
方向の他方端部側に位置する単電池の正極端子に至るまで通電可能に直列接続される。
【００１８】
　次に、車両用空調装置２の構成について説明する。車両用空調装置２に含まれる蒸発器
６及び凝縮器７は、ヒートポンプサイクルを構成する機器である。当該ヒートポンプサイ
クルは、少なくとも圧縮機９、凝縮器７、減圧器（図示せず）、室外熱交換器（図示せず
）、及び蒸発器６、並びに冷媒回路切換手段としての電磁弁（図示せず）等を環状に接続
して構成される冷媒回路である。
【００１９】
　ヒートポンプサイクルは、蒸発器６によって送風空気を冷却して冷風を提供する冷房運
転の冷媒回路と、凝縮器７によって送風空気を加熱して温風を提供する暖房運転の冷媒回
路と、を少なくとも切換え可能に構成される。さらに、ヒートポンプサイクルは、蒸発器
６で送風空気を冷却し、さらに送風空気を凝縮器７で加熱する除湿暖房運転の冷媒回路を
形成可能なサイクルで構成してもよい。
【００２０】
　圧縮機９は、車室外となる車両のボンネット内に配置され、ヒートポンプサイクルにお
いて冷媒を吸入し、圧縮して吐出し、吐出容量が固定された固定容量型の圧縮機構を電動
モータにて駆動する電動圧縮機として構成されている。固定容量型の圧縮機構としては、
例えば、スクロール型圧縮機構、ベーン型圧縮機構等の各種圧縮機構を採用することがで
きる。電動モータは、例えばインバータから出力される交流電圧によって、その回転数が
制御される交流モータである。インバータは、制御装置１００から出力される制御信号に
応じた周波数の交流電圧を出力する。この周波数または回転数制御によって、圧縮機９の
冷媒吐出能力が変更される。
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【００２１】
　凝縮器７は、車室内へ送風される送風空気の空気通路を形成する空調ケース３内におい
て蒸発器６よりも下流に配置される。凝縮器７は、車室内の暖房運転時や電池暖機運転時
に、圧縮機９で圧縮された冷媒が熱交換部を通過する空気に対して放熱する作用により、
当該通過空気を加熱する加熱用熱交換器である。
【００２２】
　車両用空調装置２は、凝縮器７の熱交換部を通過した空気の温度、湿度を検出する温度
・湿度センサ１０を備える。温度・湿度センサ１０は、車室内から取り入れた空気の湿度
、または組電池８に対して送風される空気の湿度を検出する湿度検出手段であり、当該空
気の温度を検出する温度検出手段でもある。温度・湿度センサ１０は、凝縮器７よりも空
気流れの下流に設置され、または凝縮器７の熱交換部の出口部（例えば、熱交換部を構成
するフィンの出口部に設置）に設置される。
【００２３】
　また、車両用空調装置２は、車室内の空気（内気ともいう）の湿度を検出する湿度検出
手段である湿度センサ１２を備える。車両用空調装置２に車室外の空気（外気ともいう）
が取入れられている外気モードの際には、温度・湿度センサ１０によっては車室内の空気
の湿度が検出できないため、湿度センサ１２によって車室内の空気の湿度を検出するよう
にする。湿度センサ１２は、車室内の空気の湿度を検出する湿度検出手段であり、車室内
の所定の場所に設置されている。例えば、湿度センサ１２には、フロントウィンドウ等の
窓曇りを予測するために設けられる湿度センサを用いることができる。
【００２４】
　蒸発器６は、空調ケース３内において凝縮器７よりも上流に配置されて、その内部を流
通する冷媒と送風空気とを熱交換させて送風空気を冷却する冷却用熱交換器である。
蒸発器６は、車室内の冷房運転時や電池冷却運転時に、減圧器によって減圧された冷媒が
熱交換部で通過する空気から吸熱する作用により、当該通過空気を冷却する冷却用熱交換
器である。
【００２５】
　室外熱交換器は、ボンネット内に配置されて、内部を流通する冷媒と室外ファン（図示
せず）から送風された車室外の空気（外気）とを熱交換させる。室外ファンは、制御装置
１００から出力される制御電圧によって回転数（送風能力）が制御される電動式送風機で
ある。
【００２６】
　車両用空調装置２に含まれる空調ユニットは、その外殻を形成する空調ケース３内に室
内用ブロワ５、蒸発器６、凝縮器７、エアミックスドア３０等を収容する。空調ケース３
は、ある程度の弾性を有し、強度的にも優れた樹脂（例えば、ポリプロピレン）にて成形
されており、その内部に車室内へ送風される送風空気の空気通路を形成している。空調ケ
ース３の空気流れの最上流側には、ケース内へ内気と外気とを切り換えて導入する内外気
切換装置が配置されている。
【００２７】
　内外気切換装置は、空調ケース３内へ内気を導入させる内気導入口４１及び外気を導入
させる外気導入口４０の開口面積を、内外気切換ドア４によって連続的に調整して、内気
の風量と外気の風量との風量割合を連続的に変化させる。内外気切換ドア４は、内外気切
換ドア用の電動アクチュエータによって駆動される。電動アクチュエータは、制御装置１
００から出力される制御信号によって、その作動が制御される。
【００２８】
　内外気切換装置よりも空気流れの下流には、内外気切換装置を介して吸入した空気を車
室内へ向けて送風する室内用ブロワ５が配置されている。送風手段である室内用ブロワ５
は、遠心多翼ファン５０を電動モータ５１にて駆動する電動送風機であって、制御装置１
００から出力される制御電圧によって回転数（送風量）が制御される。
【００２９】
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　室内用ブロワ５よりも空気流れの下流には、蒸発器６及び凝縮器７が、送風空気の流れ
に対して、蒸発器６、凝縮器７の順に配置されている。空調ケース３内には、蒸発器６を
通過後の送風空気のうち、凝縮器７を通過させる風量と凝縮器７を通過させない風量との
風量割合を調整するエアミックスドア３０が配置されている。エアミックスドア３０は、
エアミックスドア駆動用の電動アクチュエータによって駆動される。電動アクチュエータ
は、制御装置１００から出力される制御信号によって、その作動が制御される。
【００３０】
　車両用空調装置２では、車室内暖房運転時、電池暖機運転時、除湿暖房運転時には図１
の実線で示すように、蒸発器６を通過後の送風空気の全風量を凝縮器７へ流入させる暖房
位置に、エアミックスドア３０を変位させる。したがって、蒸発器６を通過後の送風空気
は、凝縮器７を通過した後、複数の吹出し通路の上流側に形成されたエアミックス部３５
に至る。車室内冷房運転時、電池冷却運転時には、蒸発器６を通過後の送風空気の全風量
が凝縮器７を迂回する冷房位置に、エアミックスドア３０を変位させる。したがって、蒸
発器６を通過後の送風空気は、凝縮器７の熱交換部を通過することなく、エアミックス部
３５に至る。
【００３１】
　空調ケース３の空気流れ最下流部には、凝縮器７を通過した送風空気あるいは凝縮器７
を迂回した送風空気を、空調対象空間である車室内や組電池８へ吹き出すための複数の吹
出し通路が設けられている。これらの吹出し通路としては、車両前面窓ガラス内側面に向
けて空調風を吹き出すデフロスタ通路３１０、乗員の上半身に向けて空調風を吹き出すフ
ェイス通路３２０、乗員の足元に向けて空調風を吹き出すフット通路３４０、電池案内通
路３３０が設けられている。これらの各通路は、空調ケース３に形成された各開口部に接
続されるダクトによって形成されている。デフロスタ通路３１０は、車室内に開口するデ
フロスタ吹出口に連絡される。フェイス通路３２０は、車室内に開口するセンターフェイ
ス吹出口、サイドフェイス吹出口等からなるフェイス吹出口に連絡される。フット通路３
４０は、車室内に開口するフット吹出口に連絡される。
【００３２】
　デフロスタ通路３１０の空気流れ上流側には、デフロスタ通路３１０を全開、全閉する
とともに、デフロスタ通路３１０の開口面積を調整するデフロスタドア３１が設けられて
いる。フェイス通路３２０の空気流れ上流側には、フェイス通路３２０を全開、全閉する
とともに、フェイス通路３２０の開口面積を調整するフェイスドア３２が設けられている
。フット通路３４０の空気流れ上流側には、フット通路３４０を全開、全閉するとともに
、フット通路３４０の開口面積を調整するフットドア３４が設けられている。
【００３３】
　フェイスドア３２、デフロスタドア３１及びフットドア３４は、吹出口モードを切換え
る吹出口モード切換手段を構成するものであって、リンク機構等を介して、吹出口モード
ドア駆動用の電動アクチュエータに連結されて連動して回転操作される。この電動アクチ
ュエータは、制御装置１００から出力される制御信号によって、その作動が制御される。
【００３４】
　自動運転または手動運転に応じて動作する吹出口モードとしては、フェイスモード、バ
イレベルモード、フットモード、及びフットデフロスタモードがある。フェイスモードは
、センターフェイス吹出口等から車室内乗員の上半身に向けて空気を吹き出すモードであ
る。バイレベルモードは、センターフェイス吹出口とフット吹出口の両方を開口して車室
内乗員の上半身と足元に向けて空気を吹き出すモードである。フットモードは、フット吹
出口を全開するとともにデフロスタ吹出口を小開度だけ開口して、フット吹出口から主に
空気を吹き出すモードである。フットデフロスタモードは、フット吹出口及びデフロスタ
吹出口を同程度開口して、フット吹出口及びデフロスタ吹出口の双方から空気を吹き出す
モードである。さらに、乗員がコントロールパネルに設けられた吹出モード切換スイッチ
をマニュアル操作することによって、デフロスタ吹出口を全開してデフロスタ吹出口から
フロント窓ガラス内面に空気を吹き出すデフロスタモードとすることもできる。



(9) JP 2014-151802 A 2014.8.25

10

20

30

40

50

【００３５】
　電池案内通路３３０は、空調ケース３と組電池ケース８０とを連結する案内ダクト３６
によって形成される通路である。したがって、電池案内通路３３０は、車両に搭載される
電気機器に対して車両用空調装置２による空調空気を送風するために、車両用空調装置２
と電気機器とを連絡する連絡通路である。電池案内通路３３０は、フェイス通路３２０と
フット通路３４０との間で空調ケース３に形成された開口部から車両後方へ延びる通路で
ある。したがって、電池案内通路３３０は、エアミックス部３５に連通するとともに、フ
ェイス通路３２０よりも下方の位置であって、フット通路３４０よりも上方の位置に設け
られる。
【００３６】
　電池案内通路３３０は、組電池ケース８０内の通路を介して、車室外または車室内に連
通するように構成される。したがって、電池案内通路３３０を流れて組電池ケース８０の
内部に流入した送風空気は、組電池８の各電池を冷却、または暖機した後、車室外に排出
されたり、車室内に流入したりする。
【００３７】
　電池案内通路３３０の空気流れ上流側には、電池案内通路３３０を全開、全閉するとと
もに、電池案内通路３３０の開口面積を調整する温調用ドア３３が設けられている。温調
用ドア３３は、電気機器の一例である組電池８に対して温調空気を提供するか否かを切り
換える温調対象切換手段を構成するものである。温調用ドア３３は、リンク機構等を介し
て、電池温調ドア駆動用の電動アクチュエータに連結されて連動して回転操作される。こ
の電動アクチュエータは、制御装置１００から出力される制御信号によって、その作動が
制御される。
【００３８】
　組電池８には、単電池の温度を検出する電池温度センサ１１が設けられている。この電
池温度センサ１１は、温調対象の温度を検出する機器温度検出装置の一例である。また、
電池温度センサ１１は、所定の単電池の表面温度、電極端子の温度、またはバスバーの温
度を検出するように構成することができる。
【００３９】
　図２に示すように、制御装置１００には、温度・湿度センサ１０、電池温度センサ１１
、湿度センサ１２の検出信号が入力される。制御装置１００は、演算部、記憶装置等に予
め記憶された演算プログラムを用いた演算結果にしたがい、圧縮機９の回転数、各ドア４
，３０，３１～３４の開度位置、室内用ブロワ５の回転数等の作動を制御する。
【００４０】
　制御装置１００は、温度検出手段（電池温度センサ１１）によって検出される温度情報
と湿度検出手段（温度・湿度センサ１０、湿度センサ１２）によって検出される湿度情報
とに応じて、車両用空調装置２の運転を制御する。制御装置１００は、電池の温調制御に
おいて、温風の送風によって組電池８を温める電池暖機運転の実施条件が成立する場合に
、各ドア４，３０，３１～３４、室内用ブロワ５、圧縮機９及び冷媒回路切換手段（電磁
弁等）を制御して、電池暖機運転を実施する。また、制御装置１００は、冷風の送風によ
って組電池８を冷却する電池冷却運転の実施条件が成立する場合に、各ドア４，３０，３
１～３４、室内用ブロワ５、圧縮機９及び冷媒回路切換手段（電磁弁等）を制御して、電
池冷却運転を実施する。
【００４１】
　次に、温調装置１が実施する温調制御の中から、車室内暖房運転及び電池暖機運転に関
わる温調制御について、その処理手順を図３及び図４のフローチャートを参照して説明す
る。図４に示すサブルーチンは、例えば、夜間の充電の際に、充電前に予め電池を加熱し
ておくプレ電池暖機が行われる場合に適用される。
【００４２】
　図３、図４のフローチャートは、主に制御装置１００によって実行される。車室内暖房
運転及び電池暖機運転に関わる温調制御は、車両のスタートスイッチ（例えば、イグニッ
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ションスイッチ）がＯＮ状態に設定されたときや、エアコンＥＣＵに電源が投入されたと
きに開始される。
【００４３】
　また、当該温調制御は、以下に示すときであっても、開始されるものでもよい。例えば
、車両のユーザーが設定した時刻になったとき、車両のユーザーが設定した時刻から所定
時間が経過したとき、ユーザーによる所定の操作により開始指令があったとき（例えば、
乗車中または乗車前の操作があったとき）である。また、夜間に車両の二次電池に対して
充電する場合には、自動または手動で設定された時刻になったときや、当該設定された時
刻から所定時間遡った時刻になったときに当該温調制御を開始する形態でもよい。また、
過去実績から求められた開始時刻や充電開始時刻になったときに当該温調制御を開始する
形態でもよい。
【００４４】
　図３に示すように、ステップ１で車室内を暖房する暖房運転の要求があるか否かを判定
する。暖房運転は、手動による設定によって、車室内の暖房空調を行う要求信号が制御装
置１００に入力された場合、自動空調運転の設定中に制御装置１００の演算によって車室
内の暖房空調を実施する条件が整った場合に、その要求があるものと判定される。
【００４５】
　ステップ１で暖房運転の要求があると判定されるとステップ４に進む。ステップ１で暖
房運転の要求がないと判定されると、ステップ２で、電池の暖機要求があるか否かを判定
する。電池の暖機は、電池の充電、放電を行う場合に、電池温度が所定温度未満（１０℃
未満）であるときに、電気機器の一例である電池の温度を最適作動させるための所定の温
度範囲（１０℃以上４０℃以下）に保つ目的で、その要求があるものと判定される。電池
温度は、制御装置１００に入力される電池温度センサ１１の検出信号から求められる。
【００４６】
　ステップ２で電池の暖機要求がないと判定するとステップ１に戻る。ステップ２で電池
の暖機要求があると判定すると、ステップ３の電池の暖機制御を実行した後、ステップ１
に戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。電池の暖機制御は、図４に示すサ
ブルーチンにしたがって実行される。
【００４７】
　暖房要求がある場合には、ステップ４で暖房運転が開始される。この暖房運転では、手
動により設定された空気取入れモード、または自動空調運転において設定された空気取入
れモードに応じて、内気モード、外気モード等が実施され、凝縮器７によって加熱された
空気がフット通路３４０を通じて車室内に送風される。一例として、図１には、車室内の
空気を循環させる内気モードにおいて、車室内のフット吹出口から暖房風を提供する内気
モードの暖房運転が図示されている。
【００４８】
　次に、ステップ５では、組電池８の所定位置における電池温度（例えば電池温度センサ
１１によって検出）を検出する。ステップ６では、検出された電池温度が、予め定めた所
定温度未満であるか否かを判定する。この所定温度は、制御装置１００に予め記憶されて
いる。例えば、所定温度として１０℃を採用することができる。このステップ６は、電池
暖機運転の実施条件の成立、不成立を判定するステップである。したがって、ステップ６
で、ＹＥＳの場合は、以降のステップの処理にしたがい、電池を加熱するモードの運転を
実行する。ステップ６で、ＮＯの場合は、本フローチャートを終了する。または、電池の
冷却条件が成立する場合には電池を冷却するモードを実行することになる。
【００４９】
　ステップ６で暖機運転の実施条件が成立すると判定した場合（ＹＥＳの場合）は、次の
ステップ７で、実施中の暖房運転において内気モードが設定されているか否かを判定する
。ステップ７で内気モードでないと判定すると、ステップ１４で、外気モードで車室内の
暖房と電池暖機の運転とを開始する。この運転モードは、例えば、図６に図示するように
各部が制御される。
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【００５０】
　すなわち、制御装置１００は、圧縮機９の駆動、及び冷媒回路切換手段の制御により冷
媒回路を暖房運転用に設定するとともに、外気導入口４０を開放し内気導入口４１を閉鎖
するように内外気切換ドア４の位置を制御し、室内用ブロワ５を駆動する。さらに制御装
置１００は、エアミックスドア３０を最大暖房位置に制御し、デフロスタ通路３１０及び
フェイス通路３２０を閉鎖する位置にデフロスタドア３１及びフェイスドア３２を制御す
る。さらに制御装置１００は、フット通路３４０及び電池案内通路３３０を開放する位置
にフットドア３４及び温調用ドア３３を制御する。これにより、車両用空調装置２に取り
入れられた外気は、凝縮器７で加熱された後、フット通路３４０と電池案内通路３３０に
分流し、車室内に対して暖房風として供給されるとともに、組電池８に送風されて電池を
加熱して電池を暖機する。
【００５１】
　次にステップ１５で、電池温度が予め定めた所定温度以上であるか否かを判定する。こ
こでの所定温度は、ステップ６での所定温度と同じである。ステップ１５で電池温度が所
定温度以上であると判定すると、ステップ１４の運転の実施によって電池の暖機が完了し
たと判断してステップ１６で電池の暖機運転を終了する。したがって、ステップ１６では
、車室内の暖房運転のみ（外気モードでの車室内の暖房運転）を実施し、ステップ１に戻
り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。
【００５２】
　ステップ１５で電池温度が所定温度以上でないと判定すると、次にステップ１７で車室
内の湿度が所定湿度以下であるか否かを判定する。車室内の湿度は、湿度センサ１２によ
って検出することができる。この所定湿度は、車室内の空気を加熱してから組電池８に送
風した場合に電池に結露が発生しないことが確認できた湿度の上限値である。車室内の空
気がこの所定湿度を超えると、電池に結露が発生する可能性がある。この上限値は、例え
ば、暖機対象とする各種の電気機器において、種々の環境条件に基づく確認試験を経て決
定された湿度であり、制御装置１００に予め記憶されている。
【００５３】
　ステップ１７で車室内の空気が所定湿度以下でないと判定すると、ステップ１５に戻る
。ステップ１７で車室内の空気が所定湿度以下であると判定すると、ステップ１８で内気
モードに設定し、ステップ１９に進む。すなわち、ステップ１８では、内気モードで車室
内の暖房と電池暖機の運転とを開始する。この運転モードは、例えば、図５に図示するよ
うに各部が制御される。
【００５４】
　すなわち、図６に図示する運転に対して、制御装置１００が外気導入口４０を閉鎖し内
気導入口４１を開放するように内外気切換ドア４の位置を制御する点が異なる。これによ
り、車両用空調装置２に取り入れられた内気は、凝縮器７で加熱された後、フット通路３
４０と電池案内通路３３０に分流し、車室内に対して暖房風として供給されるとともに、
組電池８に送風されて電池を加熱して電池を暖機する。
【００５５】
　前述のステップ７で内気モードであると判定すると、ステップ８で、組電池８に送風す
る空気の湿度を検出する。ここでは、凝縮器７を通過した空気の温度、湿度を温度・湿度
センサ１０によって検出する。そして、ステップ９で組電池８（電気機器）に送風する空
気の湿度が所定湿度以下であるか否かを判定する。この所定湿度は、凝縮器７で加熱した
後の空気を組電池８に送風した場合に電池に結露が発生しないことが確認できた湿度の上
限値である。温度・湿度センサ１０で検出された湿度がこの所定湿度を超えると、電池に
結露が発生する可能性がある。この上限値は、例えば、暖機対象とする各種の電気機器に
おいて、種々の環境条件に基づく確認試験を経て決定された湿度であり、制御装置１００
に予め記憶されている。
【００５６】
　ステップ９で組電池８への送風空気が所定湿度以下でないと判定すると、内気モードの
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ままでは電池に結露が発生する可能性があるため、湿度の低い外気を取り入れるために、
ステップ１０で外気モードに設定し、前述のステップ１４に進む。すなわち、ステップ１
０では、内気モードから外気モードに変更して、車室内の暖房と電池暖機の運転を実施す
る。この運転モードは、例えば、図６に図示するように各部が制御される。
【００５７】
　ステップ９で、組電池８への送風空気が所定湿度以下であると判定すると、内気モード
を維持し、ステップ１１で、内気モードで車室内の暖房と電池暖機の運転とを開始する。
この運転モードは、例えば、図５に図示するように各部が制御される。
【００５８】
　すなわち、図１に図示する運転に対して、制御装置１００が電池案内通路３３０を開放
するように温調用ドア３３の位置を制御する点が異なる。これにより、車両用空調装置２
に取り入れられた内気は、凝縮器７で加熱された後、フット通路３４０と電池案内通路３
３０に分流し、車室内に対して暖房風として供給されるとともに、組電池８に送風されて
電池を加熱して電池を暖機する。
【００５９】
　次にステップ１２では、組電池８（電気機器）に送風する空気の湿度が所定湿度以下で
あるか否かを判定する。このステップ１２ではステップ９と同様の判定が行われる。ステ
ップ１２で組電池８への送風空気が所定湿度以下でないと判定すると、内気モードのまま
では電池に結露が発生する可能性があるため、湿度の低い外気を取り入れるために、ステ
ップ１３で外気モードに設定し、前述のステップ１５に進む。すなわち、ステップ１３で
は、内気モードから外気モードに変更して、車室内の暖房と電池暖機の運転を実施する。
【００６０】
　ステップ１２で組電池８への送風空気が所定湿度以下であると判定すると、電池に結露
が発生する可能性がないため、内気モードを継続する。そして、ステップ１９で、電池温
度センサ１１で検出された電池温度が、予め定めた所定温度以上であるか否かを判定する
。この所定温度は、前述のステップ６での所定温度と同じである。ステップ１９で電池温
度が所定温度以上であると判定すると、内気モードでの電池暖機運転の実施によって電池
の暖機が完了したと判断してステップ２０で電池の暖機運転を終了する。したがって、ス
テップ２０では、車室内の暖房運転のみ（内気モードでの車室内の暖房運転）を実施し、
ステップ１に戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。
【００６１】
　ステップ１９で電池温度が所定温度以上でないと判定すると、ステップ１２に戻り、引
き続き電池暖機運転を継続する。なお、ステップ９及びステップ１２の判定に用いる検出
湿度は、ステップ１７のように湿度センサ１２で検出した値でもよい。
【００６２】
　次に、前述のステップ３における、暖房要求がない場合の電池暖機制御について、図４
に示すサブルーチンを参照して説明する。
【００６３】
　図４に示すように、ステップ３００で、前述のステップ５と同様に、組電池８の所定位
置における電池温度（例えば電池温度センサ１１によって検出）を検出する。次にステッ
プ３０１では、ステップ３００で検出した電池温度が、予め定めた所定温度未満であるか
否かを判定する。この所定温度は、ステップ６の所定温度と同一である。ステップ３０１
で、ＹＥＳの場合は、以降のステップの処理にしたがい、車室内の暖房を行わないで電池
を加熱するモードの運転を実行する。ステップ３０１で、ＮＯの場合は、サブルーチンを
終了し、図３のステップ１に戻る。
【００６４】
　ステップ３０１で暖機運転の実施条件が成立すると判定した場合（ＹＥＳの場合）は、
次のステップ３０２で図１に図示する内気モードの暖房運転を実施する。そして、ステッ
プ３０３で、組電池８に送風する空気の湿度を検出する。ここでは、凝縮器７を通過した
空気の温度、湿度を温度・湿度センサ１０によって検出する。または、車室内の湿度は、
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湿度センサ１２によって検出するようにしてもよい。
【００６５】
　そして、ステップ３０４で温度・湿度センサ１０によって検出される空気の湿度が所定
湿度以下であるか否かを判定する。このステップ３０４では、前述のステップ９と同様の
判定が行われる。ステップ３０４で組電池８への送風空気が所定湿度以下でないと判定す
ると、内気モードのまま組電池８に送風を行うと電池に結露が発生する可能性があるので
、湿度の低い外気を取り入れるために、ステップ３０６で外気モードでの電池暖機の運転
を実施する。この運転モードは、例えば、図８に図示するように各部が制御される。
【００６６】
　すなわち、制御装置１００は、圧縮機９の駆動、及び冷媒回路切換手段の制御により冷
媒回路を暖房運転用に設定するとともに、外気導入口４０を開放し内気導入口４１を閉鎖
するように内外気切換ドア４の位置を制御し、室内用ブロワ５を駆動する。さらに制御装
置１００は、エアミックスドア３０を最大暖房位置に制御し、デフロスタ通路３１０、フ
ェイス通路３２０及びフット通路３４０を閉鎖する位置にデフロスタドア３１、フェイス
ドア３２及びフットドア３４を制御する。さらに制御装置１００は、電池案内通路３３０
を開放する位置に温調用ドア３３を制御する。これにより、車両用空調装置２に取り入れ
られた外気は、凝縮器７で加熱された後、電池案内通路３３０にのみに流れ、組電池８に
送風されて電池を加熱して電池を暖機する。
【００６７】
　次にステップ３０９で、電池温度が予め定めた所定温度以上であるか否かを判定する。
このステップでは、ステップ６と同様の判定が行われる。ステップ３０９は、電池温度が
所定温度以上であると判定するまで繰り返される。ステップ３０９で電池温度が所定温度
以上であると判定すると、ステップ３０６の運転の実施によって電池の暖機が完了したと
判断してステップ３１０で電池の暖機運転を終了してサブルーチンを終了し、図３のステ
ップ１に戻る。
【００６８】
　ステップ３０４で、温度・湿度センサ１０の検出湿度が所定湿度以下であると判定する
と、内気モードを維持し、ステップ３０５で、内気モードでの電池暖機の運転を開始する
。この運転モードは、例えば、図７に図示するように各部が制御される。
【００６９】
　すなわち、図１に図示する運転に対して、制御装置１００がフット通路３４０を閉鎖し
電池案内通路３３０を開放するようにフットドア３４及び温調用ドア３３の位置を制御す
る点が異なる。これにより、車両用空調装置２に取り入れられた内気は、凝縮器７で加熱
された後、電池案内通路３３０のみに流れ、組電池８に送風されて電池を加熱して電池を
暖機する。
【００７０】
　次にステップ３０７では、組電池８（電気機器）に送風する空気の湿度が所定湿度以下
であるか否かを判定する。このステップ３０７ではステップ１２と同様の判定が行われる
。ステップ３０７で組電池８への送風空気が所定湿度以下でないと判定すると、内気モー
ドのままでは電池に結露が発生する可能性があるため、湿度の低い外気を取り入れるため
に、ステップ３０８で外気モードに設定し、前述のステップ３０９に進む。すなわち、ス
テップ３０８では、内気モードから外気モードに変更して、電池暖機の運転を実施する。
【００７１】
　ステップ３０７で組電池８への送風空気が所定湿度以下であると判定すると、電池に結
露が発生する可能性がないため、内気モードを継続する。そして、ステップ３１１で、電
池温度センサ１１で検出された電池温度が、予め定めた所定温度以上であるか否かを判定
する。この所定温度は、前述のステップ６での所定温度と同じである。ステップ３１１で
電池温度が所定温度以上であると判定すると、内気モードでの電池暖機運転の実施によっ
て電池の暖機が完了したと判断してステップ３１０で電池の暖機運転を終了してサブルー
チンを終了し、図３のステップ１に戻る。
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【００７２】
　また、図１、図５、図６に図示する、車室内の暖房運転、内気モードでの車室内の暖房
と電池暖機の運転、外気モードで車室内の暖房と電池暖機の運転においては、車室内への
吹出しモードをフットモードに設定している。これらの各運転において、吹出しモードは
車室内の暖房運転に応じて、フット及びデフロスタのモード、フット及びフェイスのモー
ド等の他のモードに設定してもよい。
【００７３】
　以下に、第１実施形態の温調装置１がもたらす作用効果について説明する。温調装置１
は、電気機器（組電池８）の暖機運転が必要と判断する場合に、湿度検出手段で検出され
る空気の湿度が、所定湿度以下である場合には車室内の空気（内気）を加熱して連絡通路
（電池案内通路３３０）を通じて電気機器に送風する（Ｓ１１、Ｓ３０５）。また、温調
装置１は、当該検出される空気の湿度が、所定湿度を超える場合には車室外の空気（外気
）を加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風する（Ｓ１０、Ｓ１３、Ｓ３０６、Ｓ３０
８）。
【００７４】
　これによれば、電気機器の暖機運転において、内気の湿度が高い場合には、内気よりも
湿度が低いと想定できる外気を電気機器に対して送風する。さらに、内気の湿度が高くな
い場合には、外気よりも温度が高いと想定できる内気を電気機器に対して送風するように
する。これにより、乗員の呼気、発汗等のため、外気よりも湿度が高い内気を送風するこ
とによる電気機器の結露発生を抑制できるとともに、外気を加熱して送風することによる
暖房効率の低下を抑制できる暖機運転を実施できる。したがって、車両用空調装置２によ
る空調空気を用いて電気機器への暖機運転を実施する際に、電気機器の結露抑制と暖房効
率の確保とを図ることができる。
【００７５】
　特に、温調装置１をハイブリッド自動車に適用した場合には、電池等の電気機器の結露
を抑制するとともに、効率的な暖機を実施できるため、冬季の回生エネルギー向上に寄与
する装置を提供できる。
【００７６】
　また、温調装置１によれば、加熱用熱交換器として空調用の冷媒サイクルに含まれる凝
縮器７を採用し、冷却用交換器として空調用の冷媒サイクルに含まれる蒸発器６を採用す
る。このため、車室内空調用の冷媒サイクルを活用することによって、電池暖機運転、電
池冷却運転、暖房・電池暖機運転、及び冷房・電池冷却運転を実行できる装置を提供でき
る。
【００７７】
　また、温調装置１によれば、温調空気が結露の可能性が極めて低い状況の内気モードで
ある場合には、車室の外部からの埃、湿気（雨天時等）等の流入を抑制できるとともに、
温調空気の熱損失を低減できるため、省電力の装置を提供できる。
【００７８】
　また、温調対象は、車両走行のための電力を蓄電する二次電池であるため、電池等の主
要機能（充電、放電等）を発揮できる温度範囲が決まっている機器に関して、結露を防止
しつつ、効果的な温調制御を実施できる。
【００７９】
　また、制御装置１００は、車室内の空気を加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風す
る運転中に、車室内からの空気の湿度が所定湿度を超える場合には（Ｓ１２，Ｓ３０７）
、車室外の空気を加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風する運転に切り換える（Ｓ１
３，Ｓ３０８）。
【００８０】
　これによれば、車室内の空気（内気）を加熱して電気機器に送風する暖機運転中でも、
内気が結露発生の可能性がある湿度であると判断された場合は、内気供給から外気供給に
切り替えて、確実な結露防止を実行できる。このように電気機器に送風する空気の湿度レ
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ベルを監視し、結露の可能性がある場合には未然に対策を講じるため、高い暖機能力の確
保と安定的な結露防止制御とを担保することができる。
【００８１】
　また、制御装置１００は、車室外の空気を加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風す
る運転中に、車室内の空気の湿度が所定湿度以下である場合には（Ｓ１７）、車室内の空
気を取り加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風する運転に切り換える（Ｓ１８）。
【００８２】
　これによれば、車室外の空気（外気）を加熱して電気機器に送風する暖機運転中であっ
ても、内気が結露発生しない湿度であると判断された場合は、外気供給から内気供給に切
り替える。これにより、内気の方が外気より温度が高い場合に、外気よりも加熱効率がよ
い内気を暖機運転に用いるため、より早期に暖機運転を終了させることができる。このよ
うに電気機器に送風する空気の湿度レベルを監視し、結露の可能性がない場合には、積極
的に内気を加熱して電気機器の暖機に使用するため、結露防止を担保しつつ、加熱効率の
向上を図る暖機運転を提供できる。
【００８３】
　さらに、車室内と電気機器との間で内気を加熱しながら循環させる内気循環モードの場
合には、一度加熱した内気を電気機器の暖機に使用した後、再び加熱して、また暖機に用
いることになる。これにより、外気を用いする場合よりも加熱損失が少ない暖機運転を実
施できる。
【００８４】
　（第２実施形態）
　第２実施形態では、第１実施形態に対して他の形態である温調装置１Ａについて図９～
図１６を参照して説明する。図９及び図１０の各図において第１実施形態で参照した図面
と同一の符号を付した構成要素は、同一の要素であり、その作用効果も同様である。以下
、第１実施形態と異なる形態、処理手順、作用等について説明する。したがって、説明し
ない構成、作動、作用効果等は、第１実施形態と同様である。なお、温調装置１Ａの構成
を示した図９には、車室内を暖房する暖房運転時の温調装置１Ａの動作状態が記載されて
いる。
【００８５】
　図９に示すように、温調装置１Ａは、第１実施形態の温調装置１に対して、車両用空調
装置２Ａが内外気二層式の空調装置である点で相違する。内外気二層式の車両用空調装置
２Ａは、車室外から取り入れた車室外の空気が流通する外気導入通路６１と、車室内から
取り入れた車室内の空気が流通する内気導入通路６２と、を互いに独立した通路として備
える。
【００８６】
　温調装置１Ａの内外気切換装置は、外気導入口４０を開閉する外気用ドア４Ａ１と、内
気導入口４１を開閉する内気用ドア４Ａ２と、を備える。内外気切換装置を構成する各ド
アは、対応する外気導入口４０、内気導入口４１を個別に開閉するドアである。
【００８７】
　内外気切換装置よりも空気流れの下流には、内外気切換装置を介して吸入した空気を車
室内へ向けて送風する室内用ブロワ５Ａが配置されている。送風手段である室内用ブロワ
５Ａは、２つの遠心多翼ファン５２と遠心多翼ファン５３を有する。遠心多翼ファン５２
の吸い込み部は、外気導入口４０に連通している。遠心多翼ファン５３の吸い込み部は、
内気導入口４１に連通している。各ファンは電動モータによって同時に駆動される。遠心
多翼ファン５２、遠心多翼ファン５３の両方を駆動する電動モータは、制御装置１００Ａ
から出力される制御電圧によってその回転数（送風量）が制御される。また、各ファンは
２つの電動モータによって個別に駆動される構成でもよい。
【００８８】
　外気導入通路６１と内気導入通路６２は、室内用ブロワ５Ａよりも空気流れの下流に位
置する通路である。外気導入通路６１と内気導入通路６２は、室内用ブロワ５Ａと蒸発器
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６とを連通させるダクト内に設けられる通路仕切り板６０によって区画形成される。通路
仕切り板６０は、遠心多翼ファン５２及び遠心多翼ファン５３の吹出し部から蒸発器６の
熱交換部の吸い込み面まで延びるように設置されて、蒸発器６に至るまでの通路を二分す
る。
【００８９】
　蒸発器６よりも空気流れの下流には、２つのエアミックスドア３０Ａ１，３０Ａ２が設
けられている。エアミックスドア３０Ａ１は、外気導入通路６１を流れた後、蒸発器６を
通過した送風空気のうち、凝縮器７を通過させる風量と凝縮器７を通過させない風量との
風量割合を調整する。エアミックスドア３０Ａ２は、内気導入通路６２を流れた後、蒸発
器６を通過した送風空気のうち、凝縮器７を通過させる風量と凝縮器７を通過させない風
量との風量割合を調整する。エアミックスドア３０Ａ１，３０Ａ２は、それぞれエアミッ
クスドア駆動用の電動アクチュエータによって駆動される。電動アクチュエータは、制御
装置１００から出力される制御信号によって、その作動が制御される。
【００９０】
　凝縮器７よりも空気流れの下流には、凝縮器７で加熱された後の外気と内気をわける分
流用ドア３７が設けられている。分流用ドア３７は、凝縮器７よりも空気流れの下流に位
置する通路を、上方に位置する上部側通路７０と下方に位置する下部側通路７１とに二分
する。上部側通路７０は、さらに上方のエアミックス部３５に連通する通路である。凝縮
器７を通過した外気は、上部側通路７０からエアミックス部３５に至り、さらにデフロス
タ通路３１０、フェイス通路３２０、電池案内通路３３０Ａのうち、そのとき開放されて
いる通路を介して、車室内または組電池８へ向けて流れる。
【００９１】
　下部側通路７１は、さらに車両後方に延びるフット通路３４０に連通する通路である。
下部側通路７１は、連絡用ドア３８の開度位置を制御することにより、電池案内通路３３
０Ａと連通することができる。連絡用ドア３８は、電池案内通路３３０と下部側通路７１
とを連絡する部位に設けられるドアである。連絡用ドア３８は、制御装置１００Ａによっ
て、電池案内通路３３０と下部側通路７１とを連通させる位置と遮断する位置とにわたっ
て制御される。したがって、凝縮器７を通過した内気は、連絡用ドア３８が下部側通路７
１と電池案内通路３３０Ａを連通する場合は電池案内通路３３０Ａを介して組電池８へ向
けて流れ、フットドア３４が開放位置にある場合はフット通路３４０を介して車室内へ向
けて流れる。
【００９２】
　図９に示す車室内の暖房運転では、制御装置１００Ａは圧縮機９の駆動及び冷媒回路切
換手段の制御により冷媒回路を暖房運転用に設定し、外気導入口４０を開放する位置に外
気用ドア４Ａ１を制御し内気導入口４１を開放する位置に内気用ドア４Ａ２を制御する。
制御装置１００Ａは、電動モータを駆動して遠心多翼ファン５２、遠心多翼ファン５３を
回転し、エアミックスドア３０Ａ１，３０Ａ２を最大暖房位置に制御し、凝縮器７の下流
側を上部側通路７０と下部側通路７１とに分ける位置に分流用ドア３７を制御する。さら
に制御装置１００Ａは、フェイス通路３２０及び電池案内通路３３０Ａを閉鎖する位置に
フェイスドア３２及び温調用ドア３３Ａを制御し、デフロスタ通路３１０を開放する位置
にデフロスタドア３１を制御する。さらに制御装置１００Ａは、下部側通路７１と電池案
内通路３３０Ａを連通させる位置に連絡用ドア３８を制御する。
【００９３】
　これにより、車両用空調装置２Ａに取り入れられた外気は、外気導入通路６１を介して
蒸発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、上部側通路７０を経てデフロスタ通路３１
０へ流れ、車室内に供給される。車両用空調装置２Ａに取り入れられた内気は、内気導入
通路６２を介して蒸発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、下部側通路７１を経てフ
ット通路３４０へ流れ、車室内に供給される。
【００９４】
　次に、温調装置１Ａが実施する温調制御の中から、車室内暖房運転及び電池暖機運転に
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関わる温調制御について、その処理手順を図１１及び図１２のフローチャートを参照して
説明する。図１２に示すサブルーチンは、例えば、夜間の充電の際に、充電前に予め電池
を加熱しておくプレ電池暖機が行われる場合に適用される。
【００９５】
　図１１、図１２のフローチャートは、主に制御装置１００によって実行される。車室内
暖房運転及び電池暖機運転に関わる温調制御の開始条件は、第１実施形態で図３及び図４
を参照して説明した温調制御と同じである。
【００９６】
　図１１に示すように、ステップ１Ａで車室内を暖房する暖房運転の要求があるか否かを
判定する。ステップ１Ａでは第１実施形態のステップ１と同様の判定が行われる。
【００９７】
　ステップ１Ａで暖房運転の要求があると判定されるとステップ４Ａに進む。ステップ１
Ａで暖房運転の要求がないと判定されると、ステップ２Ａで、電池の暖機要求があるか否
かを判定する。ステップ２Ａでは第１実施形態のステップ２と同様の判定が行われる。
【００９８】
　ステップ２Ａで電池の暖機要求がないと判定するとステップ１Ａに戻る。ステップ２Ａ
で電池の暖機要求があると判定すると、ステップ３Ａの電池の暖機制御を実行した後、ス
テップ１Ａに戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。電池の暖機制御は、図
１２に示すサブルーチンにしたがって実行される。暖房要求がある場合には、ステップ４
Ａで暖房運転が開始される。この暖房運転では、一例として、図９に図示する運転を実施
する。
【００９９】
　ステップ５Ａ、ステップ６Ａでは、それぞれ、第１実施形態のステップ５、ステップ６
と同様の処理が行われる。ステップ６Ａで、ＮＯの場合は、本フローチャートを終了する
。ステップ６Ａで暖機運転の実施条件が成立すると判定した場合（ＹＥＳの場合）は、次
にステップ８Ａで、内気導入通路６２を流れてきた内気を凝縮器７で加熱した後の湿度を
検出する。ここでは、下部側通路７１に設置した温度・湿度センサ１０によって空気の湿
度を検出する。そして、ステップ９Ａで温度・湿度センサ１０によって検出された空気の
湿度が所定湿度以下であるか否かを判定する。ステップ９Ａでは、第１実施形態のステッ
プ９と同様の判定が行われる。
【０１００】
　ステップ９Ａで検出湿度が所定湿度以下でないと判定すると、内気を組電池８に送風す
ると電池に結露が発生する可能性があるため、湿度の低い外気を取り入れるために、ステ
ップ１４Ａで、車室内の暖房と外気を供給する電池暖機の運転とを実施する。この第２の
暖機運転は、例えば、図１４に図示するように各部が制御される。
【０１０１】
　すなわち、第２の暖機運転によれば、制御装置１００Ａは圧縮機９の駆動、及び冷媒回
路切換手段の制御により冷媒回路を暖房運転用に設定し、外気導入口４０及び内気導入口
４１を開放するように外気用ドア４Ａ１及び内気用ドア４Ａ２の位置を制御する。制御装
置１００Ａは、電動モータを駆動して遠心多翼ファン５２、遠心多翼ファン５３を回転し
、エアミックスドア３０Ａ１，３０Ａ２を最大暖房位置に制御し、凝縮器７の下流側を上
部側通路７０と下部側通路７１とに分ける位置に分流用ドア３７を制御する。さらに制御
装置１００Ａは、フェイス通路３２０を閉鎖する位置にフェイスドア３２を制御し、デフ
ロスタ通路３１０及びフット通路３４０を開放する位置にデフロスタドア３１及びフット
ドア３４を制御する。さらに制御装置１００Ａは、電池案内通路３３０Ａを開放する位置
に温調用ドア３３Ａを制御し、下部側通路７１と電池案内通路３３０Ａの連通を遮断する
位置に連絡用ドア３８を制御する。
【０１０２】
　これにより、車両用空調装置２Ａに取り入れられた外気は、外気導入通路６１を介して
蒸発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、上部側通路７０を経てデフロスタ通路３１
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０と電池案内通路３３０Ａとに分流する。加熱された外気は、分流することにより、車室
内に対して暖房風として供給されるとともに、組電池８に送風されて電池を加熱して電池
を暖機する。車両用空調装置２Ａに取り入れられた内気は、内気導入通路６２を介して蒸
発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、下部側通路７１を経てフット通路３４０へ流
れ、車室内に供給される。
【０１０３】
　次にステップ１５Ａで、電池温度が予め定めた所定温度以上であるか否かを判定する。
ここでの所定温度は、第１実施形態のステップ６での所定温度と同じである。ステップ１
５Ａの判定は、電池温度が所定温度以上であると判定するまで繰り返される。ステップ１
５Ａで電池温度が所定温度以上であると判定すると、ステップ１４Ａの運転の実施によっ
て電池の暖機が完了したと判断してステップ１６Ａで電池の暖機運転を終了する。したが
って、ステップ１６Ａでは、制御装置１００Ａは、電池案内通路３３０Ａを閉鎖する位置
に温調用ドア３３Ａを制御し、凝縮器７で加熱した外気を車室内のみに供給する。そして
、ステップ１Ａに戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。
【０１０４】
　ステップ９Ａで、検出湿度が所定湿度以下であると判定すると、ステップ１１Ａで、車
室内の暖房と内気を供給する電池暖機の運転とを開始する。この第１の暖機運転は、例え
ば、図１３に図示するように各部が制御される。
【０１０５】
　すなわち、第１の暖機運転は、図９に図示する運転に対して、制御装置１００が下部側
通路７１と電池案内通路３３０Ａを連通させる位置に連絡用ドア３８を制御する点が異な
る。これにより、車両用空調装置２Ａに取り入れられた内気は、凝縮器７で加熱された後
、フット通路３４０と電池案内通路３３０Ａに分流し、車室内に対して暖房風として供給
されるとともに、組電池８に送風されて電池を加熱して電池を暖機する。
【０１０６】
　次にステップ１２Ａでは、ステップ９Ａと同様の判定が行われる。ステップ１２Ａで検
出湿度が所定湿度以下でないと判定すると、内気を組電池８に送風すると電池に結露が発
生する可能性があるため、湿度の低い外気を取り入れるために、ステップ１３Ａで外気を
電池に対して送風する外気モードに設定し、前述のステップ１５Ａに進む。すなわち、ス
テップ１３Ａでは、内気でなく外気を電池への送風に使用する運転を実施する。この運転
モードは、例えば、図１４に図示するように各部が制御される。
【０１０７】
　ステップ１２Ａで検出湿度が所定湿度以下であると判定すると、電池に結露が発生する
可能性がないため、内気を電池への送風に使用する運転を継続する。そして、ステップ１
９Ａで、電池温度センサ１１で検出された電池温度が、予め定めた所定温度以上であるか
否かを判定する。ステップ１９Ａは、第１実施形態のステップ１９と同様の判定である。
ステップ１９Ａで電池温度が所定温度以上でないと判定すると、ステップ１２Ａに戻り、
引き続き電池暖機運転を継続する。
【０１０８】
　ステップ１９Ａで電池温度が所定温度以上であると判定すると、内気を用いた電池暖機
運転の実施によって電池の暖機が完了したと判断してステップ２０Ａで電池の暖機運転を
終了する。したがって、ステップ２０Ａでは、制御装置１００Ａは、電池案内通路３３０
Ａを閉鎖する位置に温調用ドア３３Ａを制御し、凝縮器７で加熱した内気を車室内のみに
供給する。そして、ステップ１Ａに戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。
【０１０９】
　次に、前述のステップ３Ａにおける、暖房要求がない場合の電池暖機制御について、図
１２に示すサブルーチンを参照して説明する。
【０１１０】
　図１２に示すように、ステップ３００Ａ、ステップ３０１Ａでは、第１実施形態のステ
ップ３００、ステップ３０１と同様の判定が行われる。ステップ３０１Ａで、ＮＯの場合
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は、サブルーチンを終了し、図１１のステップ１Ａに戻る。
【０１１１】
　ステップ３０１Ａで暖機運転の実施条件が成立すると判定した場合（ＹＥＳの場合）は
、次のステップ３０２Ａで、図９に図示する、電池暖機を実施しない暖房運転を実施する
。次にステップ３０３Ａで、内気導入通路６２を流れてきた内気を凝縮器７で加熱した後
の湿度を温度・湿度センサ１０によって検出する。そして、ステップ３０４Ａで温度・湿
度センサ１０による検出湿度が所定湿度以下であるか否かを判定する。ステップ３０４Ａ
では、第１実施形態のステップ３０４と同様の判定が行われる。
【０１１２】
　ステップ３０４Ａで検出湿度が所定湿度以下でないと判定すると、内気を組電池８に送
風すると電池に結露が発生する可能性があるため、ステップ３０６Ａで、外気のみを組電
池８に対して送風する電池暖機の運転を実施する。この運転モードは、例えば、図１６に
図示するように各部が制御される。
【０１１３】
　すなわち、制御装置１００Ａは、圧縮機９の駆動、及び冷媒回路切換手段の制御により
冷媒回路を暖房運転用に設定し、外気導入口４０を開放し、内気導入口４１を閉鎖する位
置に外気用ドア４Ａ１及び内気用ドア４Ａ２を制御する。制御装置１００Ａは、電動モー
タを駆動して少なくとも遠心多翼ファン５２を回転し、エアミックスドア３０Ａ１，３０
Ａ２を最大暖房位置に制御し、凝縮器７の下流側を上部側通路７０と下部側通路７１とに
分ける位置に分流用ドア３７を制御する。さらに制御装置１００Ａは、デフロスタ通路３
１０、フェイス通路３２０及びフット通路３４０を閉鎖する位置にデフロスタドア３１、
フェイスドア３２及びフットドア３４を制御する。さらに制御装置１００Ａは、電池案内
通路３３０Ａを開放する位置に温調用ドア３３Ａを制御し、下部側通路７１と電池案内通
路３３０Ａの連通を遮断する位置に連絡用ドア３８を制御する。
【０１１４】
　次にステップ３０９Ａで、第１実施形態のステップ３０９と同様の判定を行う。ステッ
プ３０９Ａは、電池温度が所定温度以上であると判定するまで繰り返される。ステップ３
０９Ａで電池温度が所定温度以上であると判定すると、ステップ３０６Ａの運転の実施に
よって電池の暖機が完了したと判断してステップ３１０Ａで電池の暖機運転を終了してサ
ブルーチンを終了し、図１１のステップ１Ａに戻る。
【０１１５】
　ステップ３０４Ａで、温度・湿度センサ１０の検出湿度が所定湿度以下であると判定す
ると、ステップ３０５Ａで、内気のみを組電池８に対して送風する電池暖機の運転を実施
する。この運転モードは、例えば、図１５に図示するように各部が制御される。
【０１１６】
　すなわち、制御装置１００Ａは、冷媒回路を暖房運転用に設定した上で、内気導入口４
１を開放し、外気導入口４０を閉鎖する位置に内気用ドア４Ａ２及び外気用ドア４Ａ１を
制御する。制御装置１００Ａは、電動モータを駆動して少なくとも遠心多翼ファン５３を
回転し、エアミックスドア３０Ａ１，３０Ａ２を最大暖房位置に制御し、凝縮器７の下流
側を上部側通路７０と下部側通路７１とに分ける位置に分流用ドア３７を制御する。さら
に制御装置１００Ａは、デフロスタ通路３１０、フェイス通路３２０及びフット通路３４
０を閉鎖する位置にデフロスタドア３１、フェイスドア３２及びフットドア３４を制御す
る。さらに制御装置１００Ａは、電池案内通路３３０Ａを閉鎖する位置に温調用ドア３３
Ａを制御し、下部側通路７１と電池案内通路３３０Ａの連通を許可する位置に連絡用ドア
３８を制御する。
【０１１７】
　次にステップ３０７Ａでは、前述のステップ３０４Ａと同様の判定を行う。ステップ３
０７Ａで検出湿度が所定湿度以下でないと判定すると、内気を組電池８に送風するままで
は電池に結露が発生する可能性があるため、ステップ３０８Ａで外気を組電池８に送風す
る運転に設定し、前述のステップ３０９Ａに進む。
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【０１１８】
　ステップ３０７Ａで検出湿度が所定湿度以下であると判定すると、電池に結露が発生す
る可能性がないため、ステップ３０５Ａの運転を継続する。次に、ステップ３１１Ａで、
前述のステップ３０９Ａと同様の判定を行う。ステップ３１１Ａで電池温度が所定温度以
上であると判定すると、ステップ３０５Ａの内気導入による電池暖機運転の実施によって
電池の暖機が完了したと判断してステップ３１２Ａで電池の暖機運転を終了してサブルー
チンを終了し、図１１のステップ１Ａに戻る。
【０１１９】
　また、図９、図１３、図１４に図示する各運転では、車室内への吹出しモードをフット
モードに設定している。これらの各運転において、吹出しモードは車室内の暖房運転に応
じて、フット及びデフロスタのモード、フット及びフェイスのモード等の他のモードに設
定してもよい。
【０１２０】
　以上の第２実施形態によれば、温調装置１Ａは、内外気二層式の車両用空調装置２Ａを
備え、電気機器を暖機する運転として第１の暖機運転と第２の暖機運転とを実施できる。
第１の暖機運転は、外気導入通路６１を流通してきた車室外の空気（外気）を加熱して車
室内に送風し、内気導入通路６２を流通してきた車室内の空気（内気）を加熱して少なく
とも電気機器（組電池８）とに対して送風する。第２の暖機運転は、内気導入通路６２を
流通してきた内気を加熱して車室内に送風し、外気導入通路６１を流通してきた外気を加
熱して少なくとも電気機器に対して送風する。
【０１２１】
　このように、第１の暖機運転では、外気を加熱して車室内に提供し、内気を加熱して少
なくとも電気機器の暖機のために提供し、第２の暖機運転では、内気を加熱して車室内に
提供し、外気を少なくとも電気機器の暖機のために提供する。
【０１２２】
　第１の暖機運転によれば、加熱した内気を暖機に用いるため、外気を加熱する場合に比
べて加熱能力を抑制でき、加熱した外気を車室内に提供するため、湿度の低い空気を車室
内に提供できる。したがって、第１の暖機運転によれば、加熱効率の良い電気機器の暖機
と窓曇り防止とを両立できる。第２の暖機運転によれば、加熱した内気を車室内暖房に用
いるため、外気を加熱する場合に比べて加熱能力を抑制でき、加熱した外気を電気機器の
暖機として提供するため、湿度の低い空気によって電気機器の結露を抑制できる。したが
って、第２の暖機運転によれば、加熱効率の良い車室内暖房と結露抑制とを両立できる。
【０１２３】
　さらに、第１の暖機運転では、加熱した内気を車室内にも送風し、第２の暖機運転では
、加熱した外気を車室内にも送風する。これによれば、第１の暖機運転によれば、加熱し
た内気を車室内暖房にも用いるため、加熱効率の良い車室内暖房と電気機器の暖機とを実
施できる。また、第２の暖機運転によれば、加熱した外気を車室内にも提供するため、湿
度の低い空気を車室内に提供できる。したがって、窓曇り防止と電気機器の結露抑制とを
実施できる。
【０１２４】
　また、制御装置１００Ａは、内気を加熱して連絡通路（電池案内通路３３０Ａ）を通じ
て電気機器（組電池８）に送風する運転中に、車室内からの空気の湿度が所定湿度を超え
る場合には（Ｓ１２Ａ，Ｓ３０７Ａ）、外気を加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風
する運転に切り換える（Ｓ１３Ａ，Ｓ３０８Ａ）。
【０１２５】
　これによれば、内気を加熱して電気機器に送風する暖機運転中でも、内気が結露発生の
可能性がある湿度であると判断された場合は、内気の連絡通路への流通を遮断し、外気導
入通路６１を流れてきた加熱後の外気を連絡通路へ流入させる。この暖機用空気の切り換
えにより、確実な結露防止を実行できる。このように電気機器に送風する空気の湿度レベ
ルを監視し、結露の可能性がある場合には未然に対策を講じるため、高い暖機能力の確保
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と安定的な結露防止制御とを担保することができる。
【０１２６】
　（第３実施形態）
　第３実施形態では、第２実施形態に対して他の形態である温調装置１Ｂについて図１７
～図２２を参照して説明する。図１７及び図１８の各図において第２実施形態で参照した
図面と同一の符号を付した構成要素は、同一の要素であり、その作用効果も同様である。
以下、第２実施形態と異なる形態、処理手順、作用等について説明する。したがって、説
明しない構成、作動、作用効果等は、第２実施形態と同様である。なお、温調装置１Ｂの
構成を示した図１７には、組電池８を暖機するときの温調装置１Ｂの動作状態が記載され
ている。
【０１２７】
　図１７に示すように、温調装置１Ｂは、第２実施形態の温調装置１Ａに対して、車両用
空調装置２Ｂが温度・湿度センサ１０を備えない点で相違する。さらに、温調装置１Ｂは
、電池暖機運転の実施条件が成立した場合に、外気導入通路６１を流通してきた外気を加
熱して、当該加熱された外気のみを連絡通路へ流入させる。したがって、温調装置１Ｂは
、電気機器の暖機を行う際に、加熱後の内気を送風するのではなく、必ず加熱後の外気を
送風する。
【０１２８】
　次に、温調装置１Ｂが実施する温調制御の中から、車室内暖房運転及び電池暖機運転に
関わる温調制御について、その処理手順を図１９及び図２０のフローチャートを参照して
説明する。図２０に示すサブルーチンは、例えば、夜間の充電の際に、充電前に予め電池
を加熱しておくプレ電池暖機が行われる場合に適用される。
【０１２９】
　図１９、図２０のフローチャートは、主に制御装置１００によって実行される。車室内
暖房運転及び電池暖機運転に関わる温調制御の開始条件は、第１実施形態で図３及び図４
を参照して説明した温調制御と同じである。
【０１３０】
　図１９に示すように、ステップ１Ｂで車室内を暖房する暖房運転の要求があるか否かを
判定する。ステップ１Ｂでは第１実施形態のステップ１と同様の判定が行われる。
【０１３１】
　ステップ１Ｂで暖房運転の要求があると判定されるとステップ４Ｂに進む。ステップ１
Ｂで暖房運転の要求がないと判定されると、ステップ２Ｂで、電池の暖機要求があるか否
かを判定する。ステップ２Ｂでは第１実施形態のステップ２と同様の判定が行われる。
【０１３２】
　ステップ２Ｂで電池の暖機要求がないと判定するとステップ１Ｂに戻る。ステップ２Ｂ
で電池の暖機要求があると判定すると、ステップ３Ｂの電池の暖機制御を実行した後、ス
テップ１Ｂに戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。電池の暖機制御は、図
２０に示すサブルーチンにしたがって実行される。暖房要求がある場合には、ステップ４
Ｂで暖房運転が開始される。この暖房運転では、一例として、図２１に図示する運転を実
施する。
【０１３３】
　ステップ５Ｂ、ステップ６Ｂでは、それぞれ、第１実施形態のステップ５、ステップ６
と同様の処理が行われる。ステップ６Ｂで、ＮＯの場合は、本フローチャートを終了する
。ステップ６Ｂで暖機運転の実施条件が成立すると判定した場合（ＹＥＳの場合）は、湿
度の低い外気を電池加熱に使用するために、ステップ１１Ｂで、車室内の暖房と外気を供
給する電池暖機の運転とを実施する。この運転は、例えば、図２２に図示するように各部
が制御される。すなわち、ステップ１１Ｂの運転では、前述の第２実施形態におけるステ
ップ１４Ａと同様の運転が行われ、各部の作動についても同様である。
【０１３４】
　これにより、車両用空調装置２Ｂに取り入れられた外気は、外気導入通路６１を介して
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蒸発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、上部側通路７０を経てデフロスタ通路３１
０と電池案内通路３３０Ａとに分流する。加熱された外気は、分流することにより、車室
内に対して暖房風として供給されるとともに、組電池８に送風されて電池を加熱して電池
を暖機する。車両用空調装置２Ｂに取り入れられた内気は、内気導入通路６２を介して蒸
発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、下部側通路７１を経てフット通路３４０へ流
れ、車室内に供給される。
【０１３５】
　次にステップ１９Ｂで、電池温度が予め定めた所定温度以上であるか否かを判定する。
ここでの所定温度は、第１実施形態のステップ６での所定温度と同じである。ステップ１
９Ｂの判定は、電池温度が所定温度以上であると判定するまで繰り返される。ステップ１
９Ｂで電池温度が所定温度以上であると判定すると、ステップ１１Ｂの運転の実施によっ
て電池の暖機が完了したと判断してステップ２０Ｂで電池の暖機運転を終了する。したが
って、ステップ２０Ｂでは、制御装置１００Ｂは、電池案内通路３３０Ａを閉鎖する位置
に温調用ドア３３Ａを制御し、凝縮器７で加熱した外気を車室内のみに供給する。そして
、ステップ１Ｂに戻り、本フローチャートの処理を繰り返し実行する。
【０１３６】
　次に、前述のステップ３Ｂにおける、暖房要求がない場合の電池暖機制御について、図
２０に示すサブルーチンを参照して説明する。
【０１３７】
　図２０に示すように、ステップ３００Ｂ、ステップ３０１Ｂでは、第１実施形態のステ
ップ３００、ステップ３０１と同様の判定が行われる。ステップ３０１Ｂで、ＮＯの場合
は、サブルーチンを終了し、図１９のステップ１Ｂに戻る。
【０１３８】
　ステップ３０１Ｂで暖機運転の実施条件が成立すると判定した場合（ＹＥＳの場合）は
、次のステップ３０６Ｂで、図１７に図示する、加熱した外気を組電池８に送風する電池
暖機運転を実施する。すなわち、ステップ３０６Ｂの運転では、前述の第２実施形態にお
けるステップ３０６Ａと同様の運転が行われ、各部の作動についても同様である。
【０１３９】
　これにより、車両用空調装置２Ｂに取り入れられた外気は、外気導入通路６１を介して
蒸発器６を通過した後、凝縮器７で加熱され、上部側通路７０を経て電池案内通路３３０
Ａへ流入する。加熱された外気は、組電池８に送風されて電池を加熱して電池を暖機する
。
【０１４０】
　次にステップ３０９Ｂで、第１実施形態のステップ３０９と同様の判定を行う。ステッ
プ３０９Ｂは、電池温度が所定温度以上であると判定するまで繰り返される。ステップ３
０９Ｂで電池温度が所定温度以上であると判定すると、ステップ３０６Ｂの運転の実施に
よって電池の暖機が完了したと判断してステップ３１０Ｂで電池の暖機運転を終了してサ
ブルーチンを終了し、図１９のステップ１Ｂに戻る。
【０１４１】
　以上の第３実施形態によれば、温調装置１Ｂは、車室外から取り入れた空気が流通する
外気導入通路６１と、車室内から取り入れた空気が流通する内気導入通路６２と、を互い
に独立した通路として有する内外気二層式の車両用空調装置２Ｂを備える。温調装置１Ｂ
は、電気機器（組電池８）の温度に基づいて、電気機器の暖機運転が必要であると判断す
る場合には、外気導入通路６１を流通してきた車室外の空気を加熱して連絡通路（電気案
内通路３３０Ａ）を通じて電気機器に送風する。
【０１４２】
　これによれば、電気機器の暖機運転において、内気よりも湿度が低いと想定できる外気
を電気機器に対して送風する。これにより、乗員の呼気、発汗等のため、外気よりも湿度
が高い内気を送風することによる電気機器の結露発生を抑制できる。したがって、車両用
空調装置２Ｂによる空調空気を用いて電気機器への暖機運転を実施する際に、電気機器の
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結露抑制と暖房効率の確保とを図ることができる。
【０１４３】
　また、温調装置１Ｂは、車両用空調装置２Ｂから連絡通路への空気の流通を許可及び遮
断する温調対象切換手段（温調用ドア３３Ａ）を備える。温調装置１Ｂは、車室内の暖房
運転要求がある場合に、電気機器を加熱する暖機運転が必要であると判断する場合には、
電気機器の暖機運転を実施する（Ｓ６Ｂ、Ｓ１１Ｂ）。この電気機器の暖機運転では、空
気の流通を許可するように温調対象切換手段を制御して、外気導入通路６１を流通してき
た外気を加熱して連絡通路を通じて電気機器に送風するとともに、内気導入通路６２を流
通してきた内気を加熱して車室内に送風する。温調装置１Ｂは、車室内の暖房運転要求が
ある場合に、電気機器を加熱する暖機運転が必要でないと判断する場合には、空気の流通
を遮断するように温調対象切換手段を制御し内気導入通路６２を流れてきた内気を加熱し
て車室内に送風する（Ｓ４Ｂ、Ｓ２０Ｂ）。
【０１４４】
　これによれば、加熱した内気を車室内の暖房に用いるため、外気を加熱する場合に比べ
て加熱能力を抑制でき、加熱した外気を電気機器の暖機として提供するため、湿度の低い
空気によって電気機器の結露を抑制できる。したがって、加熱効率の良い車室内暖房と結
露抑制とを両立できる。
【０１４５】
　（他の実施形態）
　上述の実施形態では、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明は上述し
た実施形態に何ら制限されることなく、本発明の主旨を逸脱しない範囲において種々変形
して実施することが可能である。
【０１４６】
　上記実施形態の構造は、あくまで例示であって、本発明の範囲はこれらの記載の範囲に
限定されるものではない。本発明の範囲は、特許請求の範囲の記載によって示され、さら
に特許請求の範囲の記載と均等の意味及び範囲内での全ての変更を含むものである。
【０１４７】
　上記の第２実施形態において、図１１のステップ１５Ａで電池温度が所定値以上でない
と判定した場合に、再びステップ１５Ａの判定を繰り返す実施形態に代えて、第１実施形
態の図３のステップ１７の判定を行うようにしてもよい。すなわち、図１１について、車
室内の空気の温度が所定湿度以下になっている場合には、図３のステップ１８により外気
モードから内気モードに切り換え、ステップ１９Ａに進むフローチャートとしてもよい。
【０１４８】
　これによれば、外気を加熱して電気機器に送風する暖機運転中であっても、内気が結露
発生しない湿度であると判断された場合は、外気の連絡通路への流通を遮断し、内気導入
通路６２を流れてきた加熱後の内気を連絡通路へ流入させる。この暖機用空気の切り換え
により、内気の方が外気より温度が高い場合に、外気よりも加熱効率がよい内気を暖機運
転に用いるため、より早期に暖機運転を終了させることができる。このように電気機器に
送風する空気の湿度レベルを監視し、結露の可能性がない場合には、積極的に内気を加熱
して電気機器の暖機に使用するため、結露防止を担保しつつ、加熱効率の向上を図る暖機
運転を提供できる。
【０１４９】
　本発明が適用される温調対象の電気機器としては、組電池８の他、インバータ、モータ
、車載充電器等を採用することができる。
【０１５０】
　上記の実施形態において電池の温度を電池温度センサ１１によって検出しているが、温
調対象である電池の温度の代わりに、電池を収容している筐体の温度、電池近傍の他の部
材の温度、電池の雰囲気温度等を検出し、電池の温度状態を判断する指標としてもよい。
【０１５１】
　上記の実施形態において、温度・湿度センサ１０の代わりに、それぞれ温度、湿度を検
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サ１２の代わりに露点を検出する露点センサを用いるようにしてもよい。露点センサを用
いる場合は、露点と気温がわかることにより、相対湿度を求めることができる。
【０１５２】
　上記の実施形態は、電池の暖機運転に関して特徴的な制御を行うものであるが、当該特
徴的な制御は電池の冷却運転においても適用することができる。
【０１５３】
　上記の実施形態において、組電池８に送風される空気を加熱する加熱手段として、ヒー
トポンプサイクルに含まれる凝縮器７を採用しているが、この形態に限定されない。加熱
手段には、例えば、インバータ冷却水、エンジン冷却水等を熱源とするヒータコア、通電
により発熱するＰＴＣヒータ、シーズヒータ、ハロゲンヒータ等の各種電気ヒータを採用
することもできる。
【０１５４】
　上記の実施形態において、ドア３０～３４，３３Ａは、板状のドア本体部を有する空気
経路切換装置であるが、この形態に限定するものではない。例えば、各ドアには、スライ
ド式のドア、フィルム状のドア本体を有するドアを採用してもよい。
【０１５５】
　上記の実施形態において、組電池８を構成する単電池の形状は、扁平な直方体状、円筒
状等であり、特に限定されない。
【符号の説明】
【０１５６】
　２，２Ａ，２Ｂ…車両用空調装置
　８…組電池（電気機器、二次電池）
　１０…温度・湿度センサ（湿度検出手段）
　１１…電池温度センサ（温度検出手段）
　６１…外気導入通路
　６２…内気導入通路
　１００，１００Ａ，１００Ｂ…制御装置
　３３０，３３０Ａ…電池案内通路（連絡通路）
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